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3 　精神保健福祉法第 34 条による移送
　精神保健福祉法第 34 条には、「都道府県知事は、その指定する指定医による診察の結果、
精神障害者であり、かつ、直ちに入院させなければその者の医療及び保護を図る上で著
しく支障がある者であって当該精神障害のために第 22 条の 3 の規定による入院が行わ
れる状態にないと判定されたものにつき、保護者の同意があるときは、本人の同意がな
くてもその者を第 33 条第 1 項の規定による入院をさせるため第 33 条の 4 第 1 項に規定
する精神科病院に移送することができる。
　2　都道府県知事は、前項に規定する者の保護者について第 20 条第 2 項第 4 号の規定
による家庭裁判所の選任を要し、かつ当該選任がされていない場合において、その者の
扶養義務者の同意があるときは、本人の同意がなくてもその者を第 33 条第 2 項の規定





護を図る上で著しく支障がある者であって当該精神障害のために第 22 条の 3 の規定に
よる入院が行われる状態にないと判定されたときは、本人の同意がなくてもその者を第







































　厚生労働省の 2001（平成 13）年 10 月時点での調査によると、移送制度が施行され
た 2000（平成 12）年 4 月からの法 34 条による移送の実施状況は、表 1 のとおりである。
制度を実施しているのは、30 都道府県と政令指定都市については 12 市中 10 市であった。
移送実施件数は、合計で 150 件である。その中で特に件数が多いところは、和歌山県の
30 件、京都市の 51 件である。この 2 県市で全体の半分を占めていることになる。
　同じく表 1 には、2000（平成 12）年 4 月 1 日から 2003（平成 15）年 4 月 30 日ま
での移送件数の累計が表示されている。この時点でも整備されている都道府県は 30 か所、
政令市は 10 か所である。合計数は 455 件であるが、件数の多いところは京都市 136 件、
奈良県 57 件、和歌山県 48 件、福島県 34 件である。件数の多い 3 県 1 市によって、全
体の 6 割の移送が実施されていることになる。
表 1　各時点までの累計と 2008 年度の比較
2001 年 10 月
までの累計
2003 年 4 月末
までの累計 2008 年度 2008 年度の入院形態別内訳
移送件数 移送件数 移送件数 医療保護 1 医療保護 2 応急入院
北海道 1 11 4 3 1




山形 2 11 14 9 4 1

















































































滋賀 0 1 1 1
京都 － － 1 1
大阪 4 4 1 1
兵庫 － 6 3 2 1
奈良 8 57 10 8 2
和歌山 30 48 6 2 4
鳥取 1 4 3 1 2
島根 0 0
岡山 1 6 1 1
広島 0 2
山口 3 16 4 3 1
徳島 － －
香川 0 2
愛媛 1 1 1 1
高知 － －
福岡 － －
佐賀 3 9 11 8 3
長崎 － －
熊本 9 21 3 1 2
大分 － －
宮崎 1 13 2 2
鹿児島 1 1 2 1 1











京都市 51 136 4 2 1 1
大阪市 4 15









　　医療保護 1 は、第 33 条第 1 項の規定による入院
　　医療保護 2 は、第 33 条第 2 項の規定による入院
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　また、施行開始から 3 年経過した時点でも制度の整備がされていない府県が 17 か所、
















前節にあったように、3 年経過した 2003（平成 15）年時点においても移送制度が整備
されていない府県が 17 か所あった。移送件数についても地域によって大きな差がある。
また、制度成立から 2003（平成 15）年 4 月末までの累計をみると、実施体制は整って












































































































































　・　その者の状態が以下の a か b いずれかに該当すること。





























　表 1 にあるように 2008（平成 20）年度の移送件数をみると、全国 23 都道府県市で
115 件実施されている。入院形態では応急入院が 9 件で全体の 7.8％あり、医療保護入
院が全体の 92.2％となっており、圧倒的に医療保護入院による入院である。
　移送を最も多く実施している福島県が 31 件で、続いて山形県 14 件、佐賀県 11 件、
奈良県 10 件、長野県 8 件となっており、それら上位 5 県によって全体の 64％を占めて
いる。
　2000 年 4 月から 2003 年 4 月末までの累計では表 1 にあるように、33 都道府県市で
455 件実施されている。最も多い自治体は京都市で 136 件であり、続いて奈良県 57 件、


















入院指定病院の設置状況は、表 2 で示すように、2002 年 6 月現在、全国に 321 か所で
あったものが、2005 年 6 月には 361 か所となり約 1 割増となっている。しかし、2005















































調査によると、回答があったうちの約 4 分の 1（178 病院）で民間患者搬送業者を利用
した入院を受けた経験があった。精神保健福祉士が民間患者搬送業者を紹介しているか









































移送件数 24条通報 23条申請 応急入院 広島 133 6 5
北海道 4 222 13 30 山口 4 88 12
青森 1 71 4 2 徳島 101 6
岩手 102 1 9 香川 120 7 2
宮城 63 5 愛媛 1 122 2 4
秋田 37 3 1 高知 43 9
山形 14 71 16 27 福岡 232 5 2
福島 31 99 2 5 佐賀 11 52 1
茨城 273 3 4 長崎 74 8
栃木 277 2 2 熊本 3 70 2 5
群馬 214 12 大分 108 5
埼玉 271 6 56 宮崎 2 74 1
千葉 1070 7 25 鹿児島 2 299 15 1
東京 1 2234 3 62 沖縄 2 300 14 4
神奈川 360 2 1
新潟 45 2 札幌市 260 3 2
富山 54 4 7 仙台市 52
石川 42 40 さいたま市 98 1
福井 51 7 15 千葉市 241 55
山梨 10 2 1 横浜市 365 3 3
長野 8 258 20 3 川崎市 118 1 1
岐阜 162 2 20 新潟市 26
静岡 303 18 56 静岡市 71 4 51
愛知 204 4 浜松市 47 4 26
三重 131 5 名古屋市 221 9 95
滋賀 1 94 25 1 京都市 4 147 1 7
京都 1 58 73 大阪市 90 3 101
大阪 1 222 207 堺市 1 107 122
兵庫 3 373 2 26 神戸市 236 10
奈良 10 136 5 70 広島市 87 8
和歌山 6 128 1 2 北九州市 110
鳥取 3 22 22 6 福岡市 160 5
島根 55 28 4 合計 115 12133 326 1367






て 1987（昭和 62）年に精神保健法と改正されたが、その際、5 年ごとに改正されることが決まった。
3 ）精神保健福祉法第 24 条以外には、第 23 条（一般からの申請）、第 25 条（検察官通報）、第 25 条の 2（保護観
察所の長の通報）、第 26 条（矯正施設の長の通報）、第 26 条の 2（精神科病院の管理者の届出）、第 26 条の 3（心
神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に係る通報）がある。
4 ）精神保健福祉法第 22 条の 3 は「任意入院」を示す。第 33 条第 1 項は「医療保護入院」を示す。第 33 条の 4
第 1 項は「応急入院」を示す。第 20 条第 2 項第 4 号は「保護者」を示す。第 33 条第 2 項は「扶養義務者の同
意による医療保護入院」を示す。第 20 条第 2 項第 4 号は、「扶養義務者のうちから家庭裁判所が選任した者」を示す。
5）全国保健所長会精神保健福祉研究班（2004）「精神保健福祉法第 34 条に基づく移送にかかるマニュアル」
6）益子茂（1999）厚生科学研究「精神障害者の受診促進に関する研究」
7 ）奥宮祐正（2008）「京都市の移送について」、日精協雑誌第 27 巻・第 2 号、29 ～ 30 ページ、日本精神科病院
協会
8 ）田中敬造（2008）「移送制度　和歌山県の現状と考察」、日精協雑誌第 27 巻・第 2 号、27 ページ、日本精神
科病院協会
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